[bookmark: _jgg35n1pqkkj]録音データ保存期間確認書

委託者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、電話代行事業者　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が乙に委託する電話受付、電話応対、受電内容の記録・報告その他これらに付随する業務（以下「本業務」という。）において作成又は取得される通話録音データの保存及び取扱いについて、次のとおり確認する。

[bookmark: _jvx96ju9xju7]第1条（目的）
本確認書は、本業務に伴い乙が作成又は取得する通話録音データについて、その保存目的、保存期間、管理方法、利用範囲、削除その他必要な事項を明確にし、録音データの適正な管理及び甲乙間の認識相違の防止を図ることを目的とする。

[bookmark: _i7vuqpbepq3p]第2条（対象となる録音データ）
1. 本確認書の対象となる録音データ（以下「録音データ」という。）とは、本業務において乙が電話応対を行った際に、録音システムその他の方法により記録された音声データをいう。
2. 録音データには、通話者の氏名、会社名、電話番号、問い合わせ内容その他通話中に提供された情報が含まれる場合がある。
3. 録音対象となる電話及び録音条件は、甲乙間で別途合意した電話代行サービスの内容に従うものとする。

[bookmark: _xmk7dsykzbum]第3条（録音の目的）
乙は、録音データを次の目的のために取り扱うものとする。
1. 電話応対内容及び受付内容の確認
2. 甲への報告内容の確認及び補完
3. 電話応対品質の維持及び改善
4. オペレーターの教育及び研修
5. 苦情、問い合わせその他のトラブル発生時における事実確認
6. 本業務の適正な履行状況の確認
7. その他甲乙間で事前に合意した目的

[bookmark: _kgan0buh3o11]第4条（保存期間）
録音データの保存期間は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	録音対象
	□ 全通話　□ 指定通話　□ その他（　　　　　　　　　）

	保存期間
	□ 7日間　□ 30日間　□ 90日間　□ 6か月間　□ 1年間　□ その他（　　　　　　）

	保存期間の起算日
	□ 録音日　□ 月末　□ その他（　　　　　　　　　）

	保存期間経過後
	□ 自動削除　□ 定期削除　□ その他（　　　　　　　　　）

	長期保存の取扱い
	□ 原則不可　□ 個別協議　□ その他（　　　　　　　　　）


[bookmark: _8yugih533m37]第5条（保存期間の変更）
1. 甲が録音データの保存期間の延長又は短縮を希望する場合、甲は乙に対してその旨を申し出るものとする。
2. 保存期間の変更に伴い、システム設定の変更、保存容量の追加その他の費用が発生する場合、甲乙協議のうえ、その費用負担を定めるものとする。
3. 乙が利用する録音システムその他の技術上の制約により、甲が希望する保存期間を設定できない場合があることを甲は確認する。

[bookmark: _9nms9rg7nr2m]第6条（録音データの管理）
1. 乙は、録音データについて、不正アクセス、漏えい、滅失、毀損その他の事故を防止するため、本業務の内容及び録音データの性質に応じて合理的な安全管理措置を講じるものとする。
2. 乙は、本業務の遂行上必要な範囲を超えて録音データを取り扱わないものとする。
3. 乙は、録音データを取り扱うことのできる役員、従業員、オペレーターその他の担当者を、本業務上必要な者に限定するよう努めるものとする。

[bookmark: _boruko1cag81]第7条（第三者への提供）
1. 乙は、甲の事前の承諾なく、録音データを第三者に提供しないものとする。ただし、法令に基づく場合又は裁判所、行政機関その他の公的機関から適法な開示を求められた場合は、この限りでない。
2. 乙が録音システム、クラウドサービスその他本業務に必要なサービスを第三者から提供を受ける場合は、録音データの適切な管理が図られるよう必要な措置を講じるものとする。

[bookmark: _r8eot6cm6984]第8条（録音データの利用制限）
乙は、第3条に定める目的又は甲乙間で別途合意した目的を超えて録音データを利用しないものとし、録音データを自己又は第三者の営業、広告その他本業務と関係のない目的に利用しないものとする。

[bookmark: _jh8951j96h3a]第9条（甲による確認・提供依頼）
1. 甲が保存期間内の録音データについて確認又は提供を希望する場合、乙所定の方法により依頼するものとする。
2. 乙は、前項の依頼を受けた場合、本人確認、対象通話の特定その他必要な確認を行ったうえで、合理的な範囲で対応するものとする。
3. 録音データの抽出、変換、媒体への記録その他特別な作業を要する場合、その費用については甲乙協議のうえ定めるものとする。

[bookmark: _4tbbi5shmicd]第10条（保存期間経過後の削除）
1. 乙は、第4条に定める保存期間が経過した録音データについて、乙所定の方法により削除するものとする。
2. 削除された録音データについては、乙が復元可能であることを別途保証した場合を除き、復元できない場合があることを甲は確認する。
3. 甲が録音データの保存を必要とする場合は、保存期間が経過する前に乙に対して保存延長又はデータ提供を依頼するものとする。

[bookmark: _lserhkl3hko1]第11条（保存期間経過前の削除）
甲が保存期間の経過前に特定の録音データの削除を希望する場合、甲乙協議のうえ対応するものとする。ただし、法令上の保存義務、紛争対応その他正当な理由により保存が必要な場合、乙は必要な期間、当該録音データを保存することができる。

[bookmark: _bwt2jox3opl6]第12条（契約終了時の取扱い）
1. 電話代行業務に関する甲乙間の契約が終了した場合、乙は、別途合意がある場合を除き、本確認書に定める保存期間又は乙所定の期間が経過した後、録音データを削除するものとする。
2. 甲が契約終了時に録音データの提供を希望する場合は、契約終了前又は乙が指定する期限までに乙へ申し出るものとする。
3. 契約終了後に録音データが削除された場合、乙は、別途復元を保証している場合を除き、その復元又は再提供の義務を負わない。

[bookmark: _4nlg7citeeoo]第13条（個人情報等の取扱い）
1. 録音データに個人情報その他保護を要する情報が含まれる場合、甲及び乙は、適用される法令及び甲乙間で別途定める個人情報の取扱いに関する契約等に従って取り扱うものとする。
2. 甲は、必要に応じて、電話利用者に対する録音の告知その他録音に関して必要となる対応を行うものとする。
3. 録音データに機微性の高い情報が含まれる可能性がある場合、甲乙はその取扱方法について必要に応じて別途協議するものとする。

[bookmark: _lgz4h82g9yc1]第14条（再委託等）
乙が本業務の全部又は一部を第三者に再委託し、当該第三者が録音データを取り扱う場合、乙は、当該第三者に対し、録音データの適切な管理及び秘密保持に必要な義務を課すものとする。

[bookmark: _y81f5dna8nbu]第15条（漏えい等の事故への対応）
1. 乙は、録音データの漏えい、滅失、毀損、不正アクセスその他の事故が発生し、又はそのおそれを認識した場合、必要な調査及び被害拡大防止措置を講じるものとする。
2. 前項の事故が甲に重大な影響を及ぼす可能性がある場合、乙は、法令上又は合理的に必要な範囲で甲にその内容を通知するものとする。
3. 甲乙は、事故の原因究明、再発防止その他必要な対応について相互に協力するものとする。

[bookmark: _h05nzf77azvt]第16条（システム障害等）
1. 甲は、通信障害、録音設備の故障、クラウドサービスの障害、停電、災害その他乙の合理的な管理を超える事由により、録音の全部若しくは一部が行われず、又は録音データが正常に保存されない場合があることを確認する。
2. 乙は、録音データがすべての通話について常に完全に作成及び保存されることを保証するものではない。ただし、乙の故意又は過失による場合については、この限りでない。

[bookmark: _3zfscuyymisu]第17条（秘密保持）
甲及び乙は、録音データを通じて知り得た相手方又は通話者に関する非公知の情報を、本業務の遂行に必要な範囲を超えて第三者に開示又は漏えいしないものとする。ただし、法令に基づき開示する場合その他正当な理由がある場合は、この限りでない。

[bookmark: _ly7mza2yk36g]第18条（確認事項）
甲は、録音データの取扱いについて、次の事項を確認したものとする。
□ 録音データには通話者の個人情報等が含まれる場合があること
□ 録音データの保存期間には一定の期限が設定されること
□ 保存期間経過後は録音データが削除されること
□ 削除後の録音データは復元できない場合があること
□ 長期保存を希望する場合は事前の申出が必要となる場合があること
□ システム障害等により録音又は保存が正常に行われない場合があること
□ 契約終了後も録音データが無期限に保存されるものではないこと

[bookmark: _bcw804owrv6r]第19条（他の契約との関係）
本確認書は、甲乙間で締結する電話代行業務委託契約書、秘密保持契約書、個人情報取扱特約その他本業務に関する契約と併せて適用するものとし、その内容に抵触がある場合は、甲乙協議のうえ適用関係を確認するものとする。

[bookmark: _qemdkn6suymc]第20条（協議事項）
本確認書に定めのない事項又は本確認書の内容について疑義が生じた場合、甲乙は誠意をもって協議し、解決するものとする。

以上の内容について甲乙双方が確認し、本確認書を作成する。









　　　　年　　　月　　　日

甲（委託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（電話代行事業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　

